
令和元年度研究開発成果概要図 （目標・成果と今後の成果展開）

２．研究開発の目標

３．研究開発の成果
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様式1-4-3 (2020-1)

◆研究開発課題名：自治体向け音声翻訳システムに関する研究開発
◆副題 ：自治体窓口業務に対応した音声翻訳システムとサービス化に向けた研究

◆実施機関 ：凸版印刷株式会社、株式会社フィート
◆研究開発期間：平成27年度～令和元年度（5年間）
◆研究開発予算：総額750百万円（令和元年度 150百万円）

採択番号：18001

本研究開発では、自治体窓口業務の構造の把握と体系化を行い、自治体窓口環境下における生活会話文等のコーパスデータの整備を行う。また、これらの
成果を踏まえ、自治体窓口向け音声翻訳システムの開発と実証実験を行い、翻訳精度とユーザビリティの向上を図る。実証実験においては、全国の自治体
との連携を図り音声翻訳システムの改善を実施し、社会実装に向けたビジネスモデルの研究開発を実施する。あわせて、研究開発成果の社会展開に向けて、
サービス開発・普及にかかる基盤を確立する。

①自治体窓口等の業務構造の把握

外国人対応で課題の多い窓口業務の把握
窓口会話のサンプルを収集

②コーパスデータの整備

コーパス整備：音声コーパス収集／自治体窓口業
務に係る対訳コーパス作成／自治体用語辞書

クラウドソーシングによる多言語音声コーパスの収
集システムの試験運用、収集手法検討

③音声翻訳システムに関する研究開発

④音声翻訳システムの実証実験及び検証

⑤ビジネスモデル等統括研究

対訳コーパス、対訳辞書を搭載した音声翻訳システム
の開発と全国３６自治体での実証実験の実施

自治体への技術の社会実装に向けた基礎の把握

自治体窓口翻訳システムの開発（自治体ニーズに即した多言語対応）

 対訳コーパスの整備（外国人対応の多い窓口業務における会話データの整備）
☞子育て・年金コーパスの作成（日伯語：15万文）
☞多言語化試行（日比を対象に住民登録・国保コーパス整備）

 自治体辞書の多言語化

 自治体窓口コーパス、対訳辞書を利用した音声翻訳システムの開発
☞翻訳モデル（研究開発整備言語、多言語化試行言語）

・日英、日中（簡）、日韓、日越、日伯、日泰、日尼、日緬、日比※１の合計18言語対
※１ 越：ﾍﾞﾄﾅﾑ語、伯：ﾌﾞﾗｼﾞﾙﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語、泰：ﾀｲ語、尼：ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ語、緬：ﾐｬﾝﾏｰ語、比：ﾌｨﾘﾋﾟﾝ語

☞音声認識システムの評価（自動評価、主観評価）
・18言語対のうち16言語対で、翻訳性能の主観評価基準目標値80％以上を達成

 訪日前外国人向け単言語対アプリケーションSalamaTra（日比－比日）の開発
☞H30年度開発（NhaTra）のダウンロード数：12917件、SalamaTraは474件。

自治体窓口環境の把握、データ収集（自治体窓口での使い勝手の向上）

 実証実験を一般公募型で複数自治体にて展開（枚方市、大津市、袋井市、羽島市、新潟県・西区、
牛久市、西尾市、藤沢市、大垣市、富士市、練馬区、砺波市、新居浜市、佐世保市、鹿屋市、宮崎市・宮崎大
学、前橋市、東近江市、岩手県、青梅市、さいたま市桜区、埼玉県川島町、古河市、犬山市、日野町、福岡市、

大阪市・淀川区、駒ケ根市、伊丹市、扶桑町役場、結城市、米子市、飯田市、三島市の36自治体）
※一部で来庁者向け実態調査を実施。

 自治体及び応用分野〈教育分野〉ヒアリング（音声翻訳システムの評価、応用展開）

自治体における実証実験⇒社会実装へのシームレスな取組み

１．研究課題・受託者・研究開発期間・研究開発予算



４．特許出願、論文発表等、及びトピックス
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国内出願 外国出願 研究論文 その他研究発表 標準化提案
プレスリリース

報道
展示会 受賞・表彰

0
( 0 )

0
( 0 )

0
( 0 )

6
( 4 )

0
( 0 )

18
( 4 )

23
( 8 )

1
( 0 )

※成果数は累計件数、（ ）内は当該年度の件数です。

５．研究開発成果の展開・普及等に向けた計画・展望

• 在留外国人の増加により「言語の壁」がより深刻になっている。増加する訪日外国人や在留外国人に対して、音声やテキスト翻訳技術とIoT・ICT等の技術を
組み合わせたソリューション開発を検討する。今後、組み合わせる技術としては、5G環境での高品質画像、リアルタイムでの多言語同時通訳・字幕やXRと
同時通訳による遠隔による多言語コミュニケーション、アバタ―やAIチャットポットを活用した対話サポート等を想定している。

• 本研究開発成果の一部は、既に社会実装し、約40の自治体や学校に展開した。今後は、音声翻訳精度の更なる向上に向け、コーパスの追加やさまざまな
デバイスに対応することでサービスを拡充予定。2020年度中に外国人比率の高い600自治体への展開を目指す。

（１）年次研究大会等での本研究開発プロセス、社会実装に向けた課題等の報告

 研究・イノベーション学会（第34回年次学術大会・一般講演）「在留外国人増加による自治体窓口対応の現状及び音声翻訳システムに対する期待と社会実
装への取組みに関して」、2019年10月26日（政策研究大学院大学）

 情報処理学会（第82回全国大会）「自治体窓口向け音声翻訳システムの社会実装に向けた課題」、2020年3月6日 （金沢工業大学）

（２）各種展示会への出展

 成果の周知に向けて、自民党視察会（4月17日）、自治体総合フェア（5月22日）、自治体ICTセミナー（7月4日）、長野県自治体情報化推進フェア（8月26日）、
JTF翻訳祭2019（10月24日）、外国人集住都市会議（12月26日）の出展とともに、CEATEC2019では、展示と共に、自治体向け音声翻訳システムの研究開発
の推進状況等の講演を実施した。

（３）研究開発成果の社会実装に向けた取組み

 本年度は、Apple社が提供するTestFlightを介して、自治体が所有するiPadにダウンロードできる環境を提供し、実証利
用実験の拡大を図った。36自治体・団体からの参加応募があり、自治体向け音声翻訳システムの実証利用を展開した。

 自治体職員からは、音声翻訳システムがあったことで、「外国人来庁者への対応がやりやすくなった」、「実証実験終了
後も音声翻訳システムを使い続けたい」等について、回答者の9割以上が「とても思う」、「そう思う」との回答であった。

 研究開発成果の円滑な社会実装に向けて、昨年度までの研究開発成果のサービス化を図った。具体的には、凸版印
刷が提供する音声翻訳サービス「VoiceBiz」に自治体向けのコーパス、用語等の反映を図った。実証実験を通じて、各
自治体では音声翻訳システムの有用性を確認し、商用サービス導入のための予算措置を講じている（H29、30年度の
実証経験自治体のうち、商用サービスの導入自治体が7自治体、検討自治体3自治体である）。
＊凸版印刷、2020年2月3日プレスリリース「凸版印刷、自治体向けに音声コーパスを強化」

（https://www.toppan.co.jp/news/2020/02/newsrelease200203.html）
凸版印刷プレスリリース（2019年7月22日）
「自治体向け音声翻訳アプリの実証成果を公開」


